




   
① 森林ボランティア養成講座 

県内で活動する森林ボランティアが集い、森林整備に係る安全技術習得など

をねらいとした講座を開催する。 

② 森林整備ボランティア団体活動補助事業 

森林整備及び緑化の推進などのボランティア活動を持続的かつ計画的に取組 

んでいる団体に対して活動費を助成するとともに、技術指導を実施する。 

③ 森林ボランティア育成指導者養成講座等の参加者に対して支援する。 

 

(3)  森林・林業体験学習事業（現地体験型） 

（県委託事業 事業費 28,000 千円） 

森林と水と緑と県民生活とのかかわり、森林・林業、緑の重要性の認識などを  

高めるため、次代を担う小・中学生をはじめ幅広い年齢層から参加者を募集して、

森林・林業体験学習や野外教室を実施する。 

また、JA 中央会と連携した体験デー（JA 茨城教育センター、七つ洞公園の活用）

の開催や、昨年実施した日立市内の５小学校の学童保育時間での森林体験教室を 

開催していく。 

【主な体験学習のフィールド】 

① 大子町（奥久慈憩いの森） 

② 那珂市（茨城県植物園、県民の森） 

③ 潮来市（水郷県民の森） 

④ 水戸市（水戸市森林公園） 

⑤ 境町（さしま少年自然の家） 

⑥ その他、県有林・市有林など協定締結箇所 

 

(4) 企業の森づくり整備事業 

(自主事業 事業費 13,310 千円) 

森林づくりに係る社会貢献（ＣＳＲ）活動を希望する企業と「いばらき森林づく

りサポートセンター」である当協会が「いばらき協働の森パートナーズ協定」に 

より、「企業の森づくり」を計画的かつ持続的に実施する。 

また、新たな企業との協定締結を推進するとともに、次代を担う子どもたちや 

緑の少年団活動の場として、企業の森を含む「どんぐりの森」を拡大・整備してい

く。幼稚園やこども園などの園庭の緑化を図った園を対象に、どんぐりの森を活用

した植樹や木を育てる木育、幼児教育を推進していく。 

① 常陽ふるさとの森づくり活動（那珂市田崎：県有林） 

② 常陽ふるさとの森整備（常陸太田市里川町：どんぐりの森ひたちおおた） 

③ いばらきコープ森の学校（常陸太田市里川町：どんぐりの森ひたちおおた） 

④ カスミ共感創造の森整備（笠間市泉：愛宕山） 

⑤ キャップジェミニ㈱みんなの森の整備（つくば市上郷） 

⑥ 「どんぐりの森」の整備（常陸太田市里川町：どんぐりの森ひたちおおた） 

⑦ ナオイオートの森の整備（県内の小学校等） 

 

３ 緑化活動助成事業   (自主事業 事業費 11,760 千円)  

(1)市町村、市町村緑化推進委員会、学校・団体等に対する交付金 

(自主事業 事業費 6,900 千円) 
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「緑の募金」の寄付金について、市町村緑化推進委員会等から提出された緑の

募金交付申請に応じて、交付要項の定める範囲内（募金額の４５％以内）で交付

金を交付し、学校緑化及び地域緑化に資する。 

 

(2)ゴルファー緑化促進事業 

（ＧＧＧ助成金事業 事業費 1,860 千円） 

公益社団法人ゴルフ緑化促進会（ＧＧＧ）等の支援を得て、県内の小中学校、 

公園、社会福祉施設等、公共施設への植栽などの緑化活動に対して助成する。 

特に、幼稚園やこども園などの園児や小学校低学年の児童が、森林に触れ合う 

機会が減少していることから、植樹や木を育てる木育、幼児教育を推進していく 

ため、身近なみどりである園庭の緑化を図っていく。 

 

(3)里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金事業事務 

（委託事業 事業費 3,000 千円 林野庁からの直接交付金事業） 

「里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金」の交付を希望する活動組織 

から「茨城県森林保全協議会」（当協会が事務局）に対して交付金事業の採択申請

があった場合、里山林の森林資源や竹林資源の活用、空間及び景観利用を図る活動 

計画の内容や活動対象森林が採択基準に適合しているか否かを審査するとともに、 

事業採択した活動組織に対して交付金を交付する。 

また、採択後は、事業の進捗管理やモニタリング調査などの指導を行い、当該 

活動組織の指導・育成に努める。 

 

 

〔収益事業〕 

 

Ⅰ 林業会館の管理と駐車場の賃貸業務（収益事業１） 

   

令和８年度も引き続き林業会館は閉館、駐車場賃貸も休止とする。 

なお、新林業会館建設に先行して現林業会館の早期取壊の実施を進める方針とし、

当面は健全な財政運営による自己資本の充実に努め、取壊経費の見込に対する資金 

計画の確保見通しが立った段階で、検討委員会において実施計画等を協議する。 

 

 

Ⅱ 治山林道事業等の調査・測量・設計業務（収益事業 2） 

 

  近年、地球規模での気候変動により、全国各地で自然災害が発生している。 

令和６年元日「能登半島地震」、同年８月「南海トラフ地震臨時情報」発表、 

令和７年２月岩手県大船渡市で大規模林野火災、８月九州 地方で豪雨災害、１２月

「北海道・三陸沖後発地震注意情報」発表、令和８年２月に本県常陸太田市等におい

て林野火災が発生するなど災害リスク回避への対応が待ったなしの状況にある。 

国において、令和７年６月「第１次国土強靭化実施中期計画(598 億円)」が閣議 

決定され、令和８年度の森林整備事業及び治山事業等の林野公共関係予算は、国全体

で総額 2,814 億円が措置された。令和８年２月に発足した第２次高市内閣において、

国土強靱化対策など積極財政による政策が進められている。 
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本県においても治山・林道事業が計画的かつ強力に推進されることが見込まれる 

ため、次の業務の受注拡大に努める。 

 

(1)測量設計受託業務 

    豪雨や地震等に起因する山地災害の未然防止や軽減を図るための治山施設や、

森林吸収源の機能強化、国土強靭化、持続可能な林業経営の実現に向けて、木材

の大量運搬等に対応した林道の開設・改良、機能回復や林道施設の老朽化対策等

に係る測量設計等業務を受託する。 

 

(2)調査受託業務 

    山腹崩壊による災害が発生するおそれがある危険地区について、既存の治山 

施設の維持管理・点検調査や山地災害危険地区調査など、各種調査業務を受託 

する。 

 

 

 

〔法人会計〕 

 

林業の総合振興を図るための関係団体相互連携   

 

当協会の計画的・効率的で健全な組織運営を図るとともに、茨城県の林業の振興と 

森林の公益的機能の向上を図るため、森林・林業関係団体と連携して国・県・市町

村への要請活動などを実施する。 

① 総会、理事会、業務執行理事会、幹事会、各種研修会、森林・林業関係団体合

同新年の集い等の開催 

② 関係団体・行政機関の会議等への参加 

③ 国や県・市町村への施策の提案・要望活動 
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単位：千円

科　　目 当年度　A 前年度　B 増　減　A－B 備　　考

Ⅰ 一般会計正味財産増減の部

1 経常増減の部

(1) 経常収益

特定資産運用益 15 1 14

特定資産受取利息 15 1 14

受取入会金 0 0 0

受取入会金 0 0 0

受取会費 14,043 14,832 △ 789

受取会費 14,043 14,832 △ 789

事業収益 122,332 141,581 △ 19,249

受託事業収益 121,784 141,581 △ 19,797

受取賃貸料収益 0 0 0

その他事業収益 548 0 548

受取補助金等 72,403 60,201 12,202

受取地方公共団体補助金 61,811 49,811 12,000

受取民間補助金 4,900 5,400 △ 500

受取国庫補助金 4,660 3,660 1,000

受取補助金等振替額　 1,032 1,330 △ 298

受取負担金 0 0 0

受取負担金振替額　 0 0 0

受取寄付金 25,000 22,500 2,500

募金収益 22,349 19,500 2,849

受取寄付金等振替額　 2,651 3,000 △ 349

雑収益 320 399 △ 79

受取利息 100 8 92

雑収益 220 391 △ 171

経常収益計 234,113 239,514 △ 5,401

(2) 経常費用

事業費

役員報酬 4,467 4,000 467

給与手当 103,705 92,425 11,280

退職給付費用 4,610 12,915 △ 8,305

福利厚生費 395 450 △ 55

法定福利費 12,706 16,824 △ 4,118

旅費交通費 4,900 3,350 1,550

通信運搬費 1,330 972 358

減価償却費 2,896 5,108 △ 2,212

消耗什器備品費 350 210 140

消耗品費 10,300 8,060 2,240

修繕費 1,030 1,100 △ 70

印刷製本費 5,500 4,880 620

燃料費 40 40 0

光熱水料費 545 690 △ 145

貸借料 20,572 19,749 823

保険料 835 525 310

諸謝金 9,200 7,757 1,443

租税公課 8,235 6,800 1,435

支払負担金 1,020 752 268

支払助成金 970 650 320

支払寄付金 0 350 △ 350

委託費 4,500 19,110 △ 14,610

会議費 338 180 158

広報費 720 500 220

リース料 2,300 1,920 380

渉外・慶弔費 130 70 60

支払交付金 8,500 8,000 500

支払手数料 650 655 △ 5

図書購入費 445 555 △ 110

研修会参加費 9,127 11,150 △ 2,023

資材費 1,100 1,100 0

車両費 1,272 1,104 168

雑費 25 18 7

事業費計 222,713 231,969 △ 9,256

令 和 8 年 度 収 支 予 算 書 ( 案 )

令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

令 和 8 年 度 収 支 予 算 書
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単位：千円

科　　目 当年度　A 前年度　B 増　減　A－B 備　　考

令 和 8 年 度 収 支 予 算 書 ( 案 )

令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

管理費

役員報酬 730 327 403

給与手当 3,421 928 2,493

退職給付費用 157 260 △ 103

福利厚生費 100 70 30

法定福利費 300 180 120

会議費 750 200 550

交際費 280 300 3

旅費交通費 870 550 320

通信運搬費 10 78 △ 68

消耗什器備品費 0 5 △ 5

消耗品費 100 5 95

修繕費 320 5 315

印刷製本費 300 288 12

燃料費 0 0 0

光熱水料費 55 150 △ 95

賃借料 1,150 424 726

保険料 100 100 0

諸謝金 2,000 2,252 △ 252

租税公課 120 784 △ 664

支払負担金 60 580 △ 520

委託費 0 0 0

支払手数料 60 20 40

支払寄付金 30 0 30

減価償却費 330 34 296

広報費 50 0 50

リース料 0 0 0

車両費 0 0 0

雑費 107 5 102

管理費計 11,400 7,545 3,855

経常費用計 234,113 239,514 △ 5,401

0 0 0

評価損益等計 0 0

当期経常増減額 0 0 0

2 経常外増減の部

(1) 経常外収益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

一般正味財産期首残高 - - -

一般正味財産期末残高 - - -

Ⅱ 指定正味財産増減の部

受取寄付金 3,000 4,000 △ 1,000

募金収益 3,000 4,000 △ 1,000

一般正味財産への振替額 △ 3,683 △ 4,330 647

当期指定正味財産増減額 △ 683 △ 330 △ 353

指定正味財産期首残高 - - -

指定正味財産期末残高 - - -

Ⅲ 正味財産期末残高 - - -

評価損益等調整前当期経常増減額

令 和 8 年 度 収 支 予 算 書
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（単位：千円）

科　　目 公益事業等会計 収益事業会計

（公1）
林業の振興と森林の
公益的機能の向上

(収1）
駐車場賃貸業務

(収2）
治山林道事業等の
調査・測量・設計

小　計

Ⅰ 一般会計正味財産増減の部

1 経常増減の部

(1) 経常収益

特定資産運用益 0 0 0 0 15 15

特定資産受取利息 0 0 0 0 15 15

受取入会金 0 0 0 0 0 0

受取入会金 0 0 0 0 0 0

受取会費 2,808 0 0 0 11,235 14,043

受取会費 2,808 0 0 0 11,235 14,043

事業収益 57,332 0 65,000 65,000 0 122,332

受託事業収益 56,784 0 65,000 65,000 0 121,784

受取賃貸料収益 0 0 65,000 65,000 0 65,000

その他事業収益 548 0 0 0 0 548

受取補助金等 72,403 0 0 0 0 72,403

受取地方公共団体補助金 61,811 0 0 0 0 61,811

受取民間協力金 4,900 0 0 0 0 4,900

受取国庫補助金 4,660 0 0 0 0 4,660

受取補助金等振替額 1,032 1,032

受取負担金 0 0 0 0 0 0

受取負担金振替額 0 0 0 0 0 0

受取寄付金 25,000 0 0 0 0 25,000

募金収益 22,349 0 0 0 0 22,349

受取寄付金等振替額 2,651 2,651

雑収益 170 0 0 0 150 320

受取利息 0 0 0 0 100 100

雑収益 170 0 0 0 50 220

経常収益計 157,713 0 65,000 65,000 11,400 234,113

(2) 経常費用

事業費

役員報酬 4,467 0 0 0 4,467

給与手当 56,887 0 46,818 46,818 103,705

退職給付費用 2,310 0 2,300 2,300 4,610

福利厚生費 95 0 300 300 395

法定福利費 7,450 0 5,256 5,256 12,706

旅費交通費 4,500 0 400 400 4,900

通信運搬費 1,300 0 30 30 1,330

減価償却費 1,032 98 1,766 1,864 2,896

消耗什器備品費 200 0 150 150 350

消耗品費 10,000 0 300 300 10,300

修繕費 80 0 950 950 1,030

印刷製本費 5,300 0 200 200 5,500

燃料費 30 0 10 10 40

光熱水料費 545 0 0 0 545

貸借料 19,300 0 1,272 1,272 20,572

保険料 600 35 200 235 835

諸謝金 9,200 0 0 0 9,200

租税公課 4,000 235 4,000 4,235 8,235

支払負担金 1,020 0 0 0 1,020

支払助成金 970 0 0 0 970

支払寄付金 0 0 0 0 0

委託費 4,500 0 0 0 4,500

会議費 338 0 0 0 338

広報費 720 0 0 0 720

リース料 2,300 0 0 0 2,300

渉外・慶弔費 130 0 0 0 130

支払交付金 8,500 0 0 0 8,500

支払手数料 600 0 50 50 650

図書購入費 420 0 25 25 445

研修会参加費 9,027 0 100 100 9,127

資材費 1,000 0 100 100 1,100

車輌費 872 0 400 400 1,272

雑費 20 0 5 5 25

事業費計 157,713 368 64,632 65,000 0 222,713

正 味 財 産 増 減 予 算 書 内 訳 表 ( 案 ）

令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

法人会計 合　計

正 味 財 産 増 減 予 算 書 内 訳 表
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（単位：千円）

科　　目 公益事業等会計 収益事業会計

（公1）
林業の振興と森林の
公益的機能の向上

(収1）
駐車場賃貸業務

(収2）
治山林道事業等の
調査・測量・設計

小　計

正 味 財 産 増 減 予 算 書 内 訳 表 ( 案 ）

令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

法人会計 合　計

管理費

役員報酬 730 730

給与手当 3,421 3,421

退職給付費用 157 157

福利厚生費 100 100

法定福利費 300 300

会議費 750 750

交際費 280 280

旅費交通費 870 870

通信運搬費 10 10

消耗什器備品費 0 0

消耗品費 100 100

修繕費 320 320

印刷製本費 300 300

燃料費 0 0

光熱水料費 55 55

賃借料 1,150 1,150

保険料 100 100

諸謝金 2,000 2,000

租税公課 120 120

支払負担金 60 60

委託費 0 0

支払手数料 60 60

支払寄付金 30 30

減価償却費 330 330

広報費 50 50

リース料 0 0

車輌費 0 0

雑費 107 107

管理費計 11,400 11,400

経常費用計 157,713 368 64,632 65,000 11,400 234,113

0 △ 368 368 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 0 △ 368 368 0 0 0

2 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

他会計振替前

当期一般正味財産増減額

他会計振替額 0 0 0 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 0 △ 368 368 0 0 0

法人税、住民税及び事業税 － － － － － －

税引後当期一般正味財産増減額 － － － － － －

一般正味財産期首残高 － － － － － －

一般正味財産期末残高 － － － － － －

Ⅱ 指定正味財産増減の部

受取寄付金 3,000 － － － － 3,000

募金収益 3,000 － － － － 3,000

一般正味財産への振替額 △ 3,683 － － － － △ 3,683

当期指定正味財産増減額 △ 683 － － － － △ 683

指定正味財産期首残高 － － － － － －

指定正味財産期末残高 － － － － － －

Ⅲ 正味財産期末残高 － － － － － －

評価損益等調整前当期経常増減額

0 △ 368 368 0 0 0

正 味 財 産 増 減 予 算 書 内 訳 表
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中期経営計画（2026-2030 年度） 

 

 

           （令和８年３月２５日の理事会において承認） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人 茨城県森林・林業協会 

 

 

別冊のとおり





議 　 　 事

議 案 第 １ 号 令和７年度貸借対照表及び正味財産増減計算書

財産目録の承認について

議 案 第 ２ 号 令和８年度会費の賦課及び納入方法について

議 案 第 ３ 号 令和８年度常勤役員の報酬額の決定について

議 案 第 ４ 号 借入金の最高限度額の決定について

議 案 第 ５ 号 余裕金の預入先の決定について

議 案 第 ６ 号 令和８年度入会金の額の決定について

議 案 第 ７ 号 定款の一部改正について

議 案 第 ８ 号 新理事の選任について

議 案 第 ９ 号 森林湖沼環境税の継続を求める決議について

議 案 第 10 号 常勤役員の退職慰労金の支給額の決定について





 議 案 第 １ 号             
 

 

   令和７年度貸借対照表及び正味財産増減計算書 

   財産目録の承認について 

 

 

      

 定 款 第 ４ １ 条 第 ２ 項 に 基 づ き 、 令 和 ７ 年 度 の 決 算 書 類 に つ い て  

承認を求めます。 
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(単位:円)

Ⅰ　資産の部
 1. 流動資産

現金預金 54,501,995 39,913,132 14,588,863
未収金 49,512,973 51,691,684 △ 2,178,711

流動資産合計 104,014,968 91,604,816 12,410,152
 2. 固定資産
(1) 特定資産

什器備品 1,961,164 3,291,465 △ 1,330,301
ソフトウエア 568,700 775,500 △ 206,800
退職給付引当資産 31,592,531 24,672,306 6,920,225
減価償却引当資産 25,052,443 25,052,443 0
会館取壊積立資産 23,000,000 23,000,000 0
企業の森づくり事業積立資産 2,651,000 3,190,000 △ 539,000

特定資産合計 84,825,838 79,981,714 4,844,124
(2) その他固定資産

建物 5,865,571 6,203,349 △ 337,778
車両運搬具 4 4 0
什器備品 473,053 788,414 △ 315,361
測量機器 1,331,441 2,219,062 △ 887,621
建物付属設備 812,240 849,200 △ 36,960
土地 21,000,000 21,000,000 0
分収造林 3,419,125 3,419,125 0
ソフトウェア 699,491 1,302,731 △ 603,240

その他固定資産合計 33,600,925 35,781,885 △ 2,180,960
固定資産合計 118,426,763 115,763,599 2,663,164
資産合計 222,441,731 207,368,415 15,073,316

Ⅱ　負債の部
 1. 流動負債

未払金 20,196,316 6,759,676 13,436,640
未払消費税等 2,684,300 1,712,000 972,300
前受金 1,119,000 1,155,000 △ 36,000
預り金 1,849,352 1,467,597 381,755
未払法人税等 441,600 1,515,400 △ 1,073,800

流動負債合計 26,290,568 12,609,673 13,680,895
 2. 固定負債

退職給付引当金 24,389,156 31,592,531 △ 7,203,375
預かり預託金 15,600,000 15,600,000 0

固定負債合計 39,989,156 47,192,531 △ 7,203,375
負債合計 66,279,724 59,802,204 6,477,520

Ⅲ　正味財産の部
 1. 指定正味財産

地方公共団体補助金 2,529,864 4,066,965 △ 1,537,101
募金 2,651,000 3,190,000 △ 539,000

指定正味財産合計 5,180,864 7,256,965 △ 2,076,101
(うち基本財産への充当額) (0) (0) (0)
(うち特定資産への充当額) (5,180,864) (7,256,965) (△ 2,076,101)

 2. 一般正味財産 150,981,143 140,309,246 10,671,897
(うち基本財産への充当額) (0) (0) (0)
(うち特定資産への充当額) (48,052,443) (48,052,443) (0)
正味財産合計 156,162,007 147,566,211 8,595,796
負債及び正味財産合計 222,441,731 207,368,415 15,073,316

貸 借 対 照 表

令和 8年 3月31日現在

科目 当年度 前年度 増減

貸 借 対 照 表
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(単位:円)

Ⅰ　資産の部

 1. 流動資産

現金預金 16,309,082 33,475,385 4,717,528 54,501,995

未収金 15,632,973 33,880,000 0 49,512,973

他会計短期貸付金 17,315,419 0 2,236,556 △ 19,551,975 0

立替金 0 0 0 0

流動資産合計 49,257,474 67,355,385 6,954,084 △ 19,551,975 104,014,968

 2. 固定資産

(1) 基本財産

基本財産合計 0 0 0 0 0

(1) 特定資産

什器備品 1,961,164 0 0 1,961,164

ソフトウェア 568,700 0 0 568,700

退職給付引当資産 2,925,988 14,629,947 14,036,596 31,592,531

減価償却引当資産 1,688,974 19,038,021 4,325,448 25,052,443

会館取壊積立資産 18,000,000 5,000,000 0 23,000,000

企業の森づくり事業積立資産 2,651,000 0 0 2,651,000

特定資産合計 27,795,826 38,667,968 18,362,044 0 84,825,838

(2) その他固定資産

建物 2,932,786 2,815,474 117,311 5,865,571

車両運搬具 1 2 1 4

什器備品 141,916 283,832 47,305 473,053

測量機器 0 1,331,441 0 1,331,441

建物付属設備 324,896 406,120 81,224 812,240

土地 4,200,000 14,700,000 2,100,000 21,000,000

分収造林 3,419,125 0 0 3,419,125

ソフトウェア 0 699,491 0 699,491

その他固定資産合計 11,018,724 20,236,360 2,345,841 0 33,600,925

固定資産合計 38,814,550 58,904,328 20,707,885 0 118,426,763

資産合計 88,072,024 126,259,713 27,661,969 △ 19,551,975 222,441,731

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債

未払金 1,908,309 464,115 17,823,892 20,196,316

未払消費税等 0 2,684,300 0 2,684,300

前受金 1,119,000 0 0 1,119,000

預り金 958,504 0 890,848 1,849,352

未払法人税等 0 441,600 0 441,600

他会計短期借入金 0 19,551,975 0 △ 19,551,975 0

流動負債合計 3,985,813 23,141,990 18,714,740 △ 19,551,975 26,290,568

 2. 固定負債

退職給付引当金 2,925,988 14,629,947 6,833,221 24,389,156

預かり預託金 0 15,600,000 0 15,600,000

固定負債合計 2,925,988 30,229,947 6,833,221 0 39,989,156

負債合計 6,911,801 53,371,937 25,547,961 △ 19,551,975 66,279,724

Ⅲ　正味財産の部

 1. 指定正味財産

地方公共団体補助金 2,529,864 0 0 2,529,864

募金 2,651,000 0 0 2,651,000

指定正味財産合計 5,180,864 0 0 0 5,180,864

(うち基本財産への充当額) (0) (0) (0) (0)

(うち特定資産への充当額) (5,180,864) (0) (0) (5,180,864)

 2. 一般正味財産 75,979,359 72,887,776 2,114,008 0 150,981,143

(うち基本財産への充当額) (0) (0) (0) (0)

(うち特定資産への充当額) (19,688,974) (24,038,021) (4,325,448) (48,052,443)

正味財産合計 81,160,223 72,887,776 2,114,008 0 156,162,007

負債及び正味財産合計 88,072,024 126,259,713 27,661,969 △ 19,551,975 222,441,731

貸 借 対 照 表 内 訳 表

令和 8年 3月31日現在

科目 公益事業等会計 収益事業会計 法人会計 内部取引等消去 合計

貸 借 対 照 表 内 訳 表
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(単位:円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部
 1. 経常増減の部

(1) 経常収益
特定資産運用益

特定資産受取利息 15,480 250 15,230
特定資産運用益計 15,480 250 15,230
受取入会金

受取入会金 0 30,000 △ 30,000
受取入会金計 0 30,000 △ 30,000
受取会費

正会員受取会費 13,782,000 13,425,000 357,000
賛助会員受取会費 1,040,000 1,040,000 0

受取会費計 14,822,000 14,465,000 357,000
事業収益

受託収益 23,283,996 25,367,079 △ 2,083,083
受取県委託金 28,380,000 28,528,500 △ 148,500
受取森林保全協議会委託金 3,188,000 3,367,000 △ 179,000
受取治山事業受託料 50,204,000 68,332,000 △ 18,128,000
受取林道事業受託料 45,221,000 25,256,000 19,965,000
その他受取事業受託料 5,353,731 9,337,695 △ 3,983,964
受取賃貸料収益 0 1,869,000 △ 1,869,000
その他事業収益 498,000 0 498,000

事業収益計 156,128,727 162,057,274 △ 5,928,547
受取補助金等

受取地方公共団体補助金 49,811,000 44,849,000 4,962,000
受取民間補助金 1,980,000 2,100,000 △ 120,000
受取国土緑推助成金 4,204,000 3,460,000 744,000
受取補助金等振替額 1,537,101 2,446,827 △ 909,726

受取補助金等計 57,532,101 52,855,827 4,676,274
受取寄付金

受取寄付金 0 31,000 △ 31,000
募金収益 15,866,333 15,815,726 50,607
受取寄付金振替額 3,190,000 2,761,000 429,000

受取寄付金計 19,056,333 18,607,726 448,607
雑収益

受取利息 117,133 34,582 82,551
雑収益 653,090 837,764 △ 184,674

雑収益計 770,223 872,346 △ 102,123
経常収益計 248,324,864 248,888,423 △ 563,559

(2) 経常費用
事業費

給料手当 90,047,623 74,935,294 15,112,329
役員報酬 2,163,600 2,163,600 0
退職給付費用 11,703,575 9,159,678 2,543,897
福利厚生費 665,079 931,020 △ 265,941
法定福利費 15,390,741 12,336,414 3,054,327
旅費交通費 2,702,216 2,403,278 298,938
通信運搬費 1,336,573 1,376,862 △ 40,289
減価償却費 3,676,073 6,282,351 △ 2,606,278
消耗什器備品費 290,240 740,155 △ 449,915
消耗品費 9,902,129 10,850,526 △ 948,397
修繕費 1,775,708 1,394,470 381,238
印刷製本費 4,948,036 5,644,193 △ 696,157
燃料費 15,033 0 15,033
光熱水料費 675,453 1,991,240 △ 1,315,787
賃借料 17,545,293 20,217,239 △ 2,671,946
保険料 745,933 693,702 52,231
諸謝金 7,191,201 7,481,280 △ 290,079
租税公課 10,140,850 9,780,180 360,670
支払負担金 1,234,011 684,422 549,589
支払助成金 1,118,880 1,032,229 86,651
支払寄付金 0 350,000 △ 350,000
委託費 20,576,428 18,830,375 1,746,053

当年度 前年度

正 味 財 産 増 減 計 算 書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

科目 増減

正 味 財 産 増 減 計 算 書
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(単位:円)

当年度 前年度科目 増減

会議費 338,686 245,269 93,417
広報費 485,100 691,900 △ 206,800
リース料 2,147,422 2,138,794 8,628
渉外・慶弔費 84,449 62,465 21,984
支払交付金 7,767,099 8,601,000 △ 833,901
支払手数料 824,566 1,212,224 △ 387,658
図書購入費 386,290 706,604 △ 320,314
研修会参加費 9,304,921 11,193,275 △ 1,888,354
資材費 1,212,666 2,134,198 △ 921,532
車輌費 1,661,319 1,576,318 85,001
雑費 16,362 28,449 △ 12,087

事業費計 228,073,555 217,869,004 10,204,551
管理費

役員報酬 2,163,600 2,163,600 0
給料手当 1,837,707 3,942,834 △ 2,105,127
退職給付費用 238,848 482,088 △ 243,240
福利厚生費 205,214 116,891 88,323
法定福利費 314,096 649,285 △ 335,189
会議費 310,029 748,963 △ 438,934
交際費 275,496 240,452 35,044
旅費交通費 706,412 530,256 176,156
通信運搬費 106,037 78,757 27,280
減価償却費 41,988 147,885 △ 105,897
消耗品費 16,500 365,952 △ 349,452
修繕費 10,648 66,550 △ 55,902
印刷製本費 275,000 281,600 △ 6,600
光熱水料費 13,785 104,802 △ 91,017
賃借料 62,480 110,000 △ 47,520
保険料 28,917 12,968 15,949
諸謝金 1,812,800 2,120,800 △ 308,000
租税公課 200,100 126,370 73,730
支払負担金 44,000 742,000 △ 698,000
支払寄付金 30,000 0 30,000
委託費 0 83,105 △ 83,105
支払手数料 60,480 142,120 △ 81,640
図書購入費 7,975 6,740 1,235
広報費 22,000 204,000 △ 182,000

管理費計 8,784,112 13,468,018 △ 4,683,906
経常費用計 236,857,667 231,337,022 5,520,645

評価損益等調整前当期経常増減額 11,467,197 17,551,401 △ 6,084,204
当期経常増減額 11,467,197 17,551,401 △ 6,084,204

 2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

その他の経常外費用
固定資産除却損 572,000 0 572,000

その他の経常外費用計 572,000 0 572,000
経常外費用計 572,000 0 572,000

当期経常外増減額 △ 572,000 0 △ 572,000
税引前当期一般正味財産増減額 10,895,197 17,551,401 △ 6,656,204
法人税、住民税及び事業税 223,300 5,463,300 △ 5,240,000
当期一般正味財産増減額 10,671,897 12,088,101 △ 1,416,204
一般正味財産期首残高 140,309,246 128,221,145 12,088,101
一般正味財産期末残高 150,981,143 140,309,246 10,671,897

Ⅱ　指定正味財産増減の部
受取寄付金

募金収益 2,651,000 3,190,000 △ 539,000
受取寄付金計 2,651,000 3,190,000 △ 539,000
一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 4,727,101 5,207,827 △ 480,726
当期指定正味財産増減額 △ 2,076,101 △ 2,017,827 △ 58,274
指定正味財産期首残高 7,256,965 9,274,792 △ 2,017,827
指定正味財産期末残高 5,180,864 7,256,965 △ 2,076,101

Ⅲ　正味財産期末残高 156,162,007 147,566,211 8,595,796
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(単位:円)
公益事業等会計

公１ 収１ 収２

Ⅰ　一般正味財産増減の部

 1. 経常増減の部

(1) 経常収益

特定資産運用益

特定資産受取利息 0 0 0 0 15,480 15,480

特定資産運用益計 0 0 0 0 15,480 0 15,480

受取入会金

受取入会金 0 0 0 0 0 0

受取入会金計 0 0 0 0 0 0 0

受取会費

正会員受取会費 0 0 0 0 13,782,000 13,782,000

賛助会員受取会費 0 0 0 0 1,040,000 1,040,000

受取会費計 0 0 0 0 14,822,000 0 14,822,000

事業収益

受託収益 23,283,996 0 0 0 0 23,283,996

受取県委託金 28,380,000 0 0 0 0 28,380,000

受取森林保全協議会委託金 3,188,000 0 0 0 0 3,188,000

受取治山事業受託料 0 0 50,204,000 50,204,000 0 50,204,000

受取林道事業受託料 0 0 45,221,000 45,221,000 0 45,221,000

その他受取事業受託料 5,353,731 0 0 0 0 5,353,731

その他事業収益 498,000 0 0 0 0 498,000

事業収益計 60,703,727 0 95,425,000 95,425,000 0 0 156,128,727

受取補助金等

受取地方公共団補助金 49,811,000 0 0 0 0 49,811,000

受取民間補助金 1,980,000 0 0 0 0 1,980,000

受取国土緑推助成金 4,204,000 0 0 0 0 4,204,000

受取補助金等振替額 1,537,101 0 0 0 0 1,537,101

受取補助金等計 57,532,101 0 0 0 0 0 57,532,101

受取寄付金

受取寄付金 0 0 0 0 0 0

募金収益 15,866,333 0 0 0 0 15,866,333

受取寄付金等振替額 3,190,000 0 0 0 3,190,000

受取寄付金計 19,056,333 0 0 0 0 0 19,056,333

雑収益

受取利息 0 0 0 0 117,133 117,133

雑収益 248,777 7,790 20,800 28,590 375,723 0 653,090

雑収益計 248,777 7,790 20,800 28,590 492,856 0 770,223

経常収益計 137,540,938 7,790 95,445,800 95,453,590 15,330,336 0 248,324,864

(2) 経常費用

事業費

給料手当 45,942,665 0 44,104,958 44,104,958 90,047,623

役員報酬 1,298,160 0 865,440 865,440 2,163,600

退職給付費用 5,971,212 0 5,732,363 5,732,363 11,703,575

福利厚生費 93,655 0 571,424 571,424 665,079

法定福利費 7,852,419 0 7,538,322 7,538,322 15,390,741

旅費交通費 2,341,359 0 360,857 360,857 2,702,216

通信運搬費 1,260,683 0 75,890 75,890 1,336,573

減価償却費 1,815,382 0 1,860,691 1,860,691 3,676,073

消耗什器備品費 238,760 0 51,480 51,480 290,240

消耗品費 9,504,062 0 398,067 398,067 9,902,129

修繕費 69,784 0 1,705,924 1,705,924 1,775,708

印刷製本費 4,791,686 0 156,350 156,350 4,948,036

燃料費 14,331 0 702 702 15,033

光熱水料費 344,619 0 330,834 330,834 675,453

賃借料 16,149,958 20,225 1,375,110 1,395,335 17,545,293

保険料 497,239 0 248,694 248,694 745,933

諸謝金 7,191,201 0 0 0 7,191,201

租税公課 4,194,095 0 5,946,755 5,946,755 10,140,850

支払負担金 1,134,011 0 100,000 100,000 1,234,011

支払助成金 1,118,880 0 0 0 1,118,880

支払寄付金 0 0 0 0 0

委託費 10,770,940 15,488 9,790,000 9,805,488 20,576,428

会議費 338,686 0 0 0 338,686

広報費 485,100 0 0 0 485,100

リース料 2,147,422 0 0 0 2,147,422

渉外・慶弔費 84,449 0 0 0 84,449

支払交付金 7,767,099 0 0 0 7,767,099

支払手数料 540,271 495 283,800 284,295 824,566

図書購入費 357,910 0 28,380 28,380 386,290

法人会計

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

科目

収益事業会計

内部取引等消去 合計
林業の振興と森林の
公益的機能の向上

林業会館の管理と
事務所等賃貸業務

治山林道事業等の調
査・測量・設計業務

小計

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
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(単位:円)
公益事業等会計

公１ 収１ 収２
法人会計科目

収益事業会計

内部取引等消去 合計
林業の振興と森林の
公益的機能の向上

林業会館の管理と
事務所等賃貸業務

治山林道事業等の調
査・測量・設計業務

小計

研修会参加費 9,152,511 0 152,410 152,410 9,304,921

資材費 1,027,008 0 185,658 185,658 1,212,666

車輌費 682,926 0 978,393 978,393 1,661,319

雑費 16,362 0 0 0 16,362

事業費計 145,194,845 36,208 82,842,502 82,878,710 0 228,073,555

管理費

役員報酬 2,163,600 2,163,600

給料手当 1,837,707 1,837,707

退職給付費用 238,848 238,848

福利厚生費 205,214 205,214

法定福利費 314,096 314,096

会議費 310,029 310,029

交際費 275,496 275,496

旅費交通費 706,412 706,412

通信運搬費 106,037 106,037

減価償却費 41,988 41,988

消耗品費 16,500 16,500

修繕費 10,648 10,648

印刷製本費 275,000 275,000

光熱水料費 13,785 13,785

賃借料 62,480 62,480

保険料 28,917 28,917

諸謝金 1,812,800 1,812,800

租税公課 200,100 200,100

支払負担金 44,000 44,000

支払寄付金 30,000 30,000

委託費 0 0

渉外・慶弔費 0 0

支払手数料 60,480 60,480

図書購入費 7,975 7,975

広報費 22,000 22,000

リース料 0 0

雑費 0 0

管理費計 8,784,112 0 8,784,112

経常費用計 145,194,845 36,208 82,842,502 82,878,710 8,784,112 0 236,857,667

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 7,653,907 △ 28,418 12,603,298 12,574,880 6,546,224 0 11,467,197

当期経常増減額 △ 7,653,907 △ 28,418 12,603,298 12,574,880 6,546,224 0 11,467,197

 2. 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

(2) 経常外費用

その他の経常外費用

固定資産除却損 314,600 0 114,400 114,400 143,000 572,000

前期損益修正損 0 0 0 0 0 0

経常外費用計 314,600 0 114,400 114,400 143,000 0 572,000

当期経常外増減額 △ 314,600 0 △ 114,400 △ 114,400 △ 143,000 △ 572,000

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 7,968,507 △ 28,418 12,488,898 12,460,480 6,403,224 0 10,895,197

他会計振替額 4,634,229 △ 4,634,229 △ 4,634,229 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 △ 3,334,278 △ 28,418 7,854,669 7,826,251 6,403,224 0 10,895,197

法人税、住民税及び事業税 0 0 223,300 223,300 0 0 223,300

当期一般正味財産増減額 △ 3,334,278 △ 28,418 7,631,369 7,602,951 6,403,224 0 10,671,897

一般正味財産期首残高 79,313,637 13,263,024 52,021,801 65,284,825 △ 4,289,216 0 140,309,246

一般正味財産期末残高 75,979,359 13,234,606 59,653,170 72,887,776 2,114,008 0 150,981,143

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等

受取地方公共団体補助金 0 0

受取補助金等計 0 0 0 0 0 0

受取寄付金

募金収益 2,651,000 2,651,000

受取寄付金計 2,651,000 0 0 0 0 2,651,000

一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 4,727,101 0 0 0 0 △ 4,727,101

当期指定正味財産増減額 △ 2,076,101 0 0 0 0 0 △ 2,076,101

指定正味財産期首残高 7,256,965 0 0 0 0 0 7,256,965

指定正味財産期末残高 5,180,864 0 0 0 0 0 5,180,864

Ⅲ　正味財産期末残高 81,160,223 13,234,606 59,653,170 72,887,776 2,114,008 0 156,162,007
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１． 重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産以外）

定額法又は定率法によっている。

② 無形固定資産（リース資産以外）

定額法によっている。

（２）引当金の評価基準

・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において

　発生していると認められる額を計上している。

なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

（３）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位： 円）

特定資産

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位： 円）

特定資産

財務諸表に対する注記

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

什器備品 3,291,465 0 1,330,301 1,961,164

ソフトウェア 775,500 0 206,800 568,700

退職給付引当資産 24,672,306 6,920,225 0 31,592,531

減価償却引当資産 25,052,443 0 0 25,052,443

会館取壊積立資産 23,000,000 0 0 23,000,000

企業の森づくり事業積立資産 3,190,000 2,651,000 3,190,000 2,651,000

小 計 79,981,714 9,571,225 4,727,101 84,825,838

合 計 79,981,714 9,571,225 4,727,101 84,825,838

科 目 当 期 末 残 高
（うち指定正味財

産からの充当
額）

（うち一般正味財
産からの充当

額）

（うち負債に対
応する額）

什器備品 1,961,164 (1,961,164) (0) －

ソフトウェア 568,700 (568,700) (0) －

退職給付引当資産 31,592,531 － － (31,592,531)

減価償却引当資産 25,052,443 (0) (25,052,443) －

会館取壊積立資産 23,000,000 (0) (23,000,000) －

企業の森づくり事業積立資産 2,651,000 (2,651,000) (0) －

小 計 84,825,838 (5,180,864) (48,052,443) (31,592,531)

合 計 84,825,838 (5,180,864) (48,052,443) (31,592,531)

財務諸表に対する注記
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４． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位： 円）

特定資産

その他固定資産

５． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
（単位： 円）

補助金

助成金

科 目 取 得 価 額 減 価 償 却 累 計 額 当 期 末 残 高

小 計 7,127,340 4,597,476 2,529,864

什器備品 6,093,340 4,132,176 1,961,164

ソフトウェア 1,034,000 465,300 568,700

車両運搬具 5,317,971 5,317,967 4

什器備品 8,158,728 7,685,675 473,053

建物 101,006,285 95,140,714 5,865,571

ソフトウェア 3,556,200 2,856,709 699,491

測量機器 5,958,395 4,626,954 1,331,441

建物付属設備 880,000 67,760 812,240

合 計 132,004,919 120,293,255 11,711,664

小 計 124,877,579 115,695,779 9,181,800

貸借対照表
上の記載区

分
補 助 金 等 の 名 称 交 付 者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

市町村森林管理サ
ポート事業費補助
金

茨城県 3,585,657 16,961,000 18,305,578 2,241,079

林業担い手育成強
化対策事業費補助
金

茨城県 0 11,147,000 11,147,000 0

森林・林業体験学習
事業費補助金

茨城県 0 3,000,000 3,000,000 0

林業従事者技能向
上対策事業費補助
金

茨城県 0 7,000,000 7,000,000 0

緑化推進運動事業
費補助金

茨城県 0 5,703,000 5,703,000 0

いばらきスマート林
業推進事業費補助
金

茨城県 481,308 6,000,000 6,192,523 288,785

第96回、97回緑化
促進事業協力金

（公社）ゴルフ緑
化促進会

0 1,980,000 1,980,000 0

「緑と水と森林ファン
ド」中央事業助成金
他

（公社）国土緑化
推進機構

0 4,204,000 4,204,000 0

合 計 4,066,965 55,995,000 57,532,101 2,529,864
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６． 引当金の明細
（単位： 円）

退職給付引当金

７． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
（単位： 円）

経常収益への振替額

経常外収益への振替額

科 目 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高
目 的 使 用 そ の 他

31,592,531 8,692,960 15,896,335 0 24,389,156

減価償却費計上による振替額 1,537,101

事業実施による振替額 3,190,000

内 容 金 額

経常外収益への振替額計 0

経常収益への振替額計 4,727,101

0

合 計 4,727,101
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１． 基本財産及び特定資産の明細
　財務諸表に対する注記の「２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」において記載している
ため、内容の記載を省略する。

２． 引当金の明細
　財務諸表に対する注記の「６．引当金の明細」において記載しているため、内容の記載を省略する。

附属明細書附属明細書

いる
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(単位:円)

（流動資産）

現金 森林・林業部 運転資金として 16,216

治山林道部 　　〃 41,011

緑化部 　　〃 115,755

普通預金 常陽銀行　県庁支店他 運転資金として 33,956,001

足利銀行　水戸支店 　　〃 179,188

ゆうちょ銀行 　　〃 193,824

定期預金 常陽銀行 　　〃 20,000,000

未収金 茨城県 補助金の未収分他 7,886,000

北茨城市、常陸太田市、大子町 治山・林道事業受託料の未収分 33,440,000

（公社）国土緑化推進機構 助成金の未収分 1,544,000

その他 事業運営業務受託料の未収分他 6,642,973

立替金 茨城県森林保全協議会 経費立替分 0

流動資産合計 104,014,968

（固定資産）

基本財産

特定資産

什器備品 森林3次元計測ｼｽﾃﾑOWL他 公益目的保有財産である。 1,961,164

ソフトウェア 専用解析ｿﾌﾄ他 　　〃 568,700

退職給付引当資産
職員の退職に備えて積み立ててい
る。

31,592,531

減価償却引当資産
固定資産の購入に備えて積み立て
ている。

25,052,443

会館取壊積立資産
現会館の取壊し費用に充てるため
に積み立てている特定費用準備資
金である。

23,000,000

企業の森づくり事業積立資
産

使途の制約を課されて受け入れた
6号財産である。

2,651,000

その他固定資産

建物
1,242.98㎡鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
水戸市三の丸1-3-2

公益目的保有財産（共有財産）で
ある。

5,865,571

車両運搬具 ADﾊﾞﾝ、ﾗﾝﾄﾞｸﾙｰｻﾞｰ計4台 　　〃 4

什器備品 ｴｱｺﾝ、複合機他 　　〃 473,053

測量機器 ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝES-107F他
収益事業（調査・測量・設計業
務）の用に供している。

1,331,441

建物付属設備 ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ
公益目的保有財産（共有財産）で
ある。

812,240

土地
449.43㎡
水戸市三の丸1-3-2

公益目的保有財産（共有財産）で
ある。

21,000,000

分収造林 城里町下古内 公益目的保有財産である。 3,419,125

ソフトウェア CADｿﾌﾄ、測量地点群処理ｿﾌﾄ他
収益事業（調査・測量・設計業
務）の用に供している。

699,491

固定資産合計 118,426,763

資産合計 222,441,731

（流動負債）

未払金 職員2名 退職金 15,896,335

嘱託職員、臨時職員 3月分給与 1,298,305

笠間広域森林組合 植樹地の刈払い等 836,000

その他 物品購入代、水道光熱費他 2,165,676

未払消費税等 水戸税務署 令和8年3月期確定納付額 2,684,300

前受金 （公社）ゴルフ緑化促進会 第98回緑化促進事業協力金 1,119,000

預り金 水戸税務署他 源泉所得税、社会保険料他 1,849,352

未払法人税等 水戸税務署他 法人税等確定納付額 441,600

流動負債合計 26,290,568

（固定負債）

退職給付引当金 職員に対するもの 年度末の自己都合要支給額 24,389,156

預かり預託金 茨城県森林組合連合会他 15,600,000

固定負債合計 39,989,156

負債合計 66,279,724

正味財産 156,162,007

財  産  目  録
令和 8年 3月31日現在

貸借対照表科目 場所･物量等 使用目的等 金額

財 産 目 録
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議案第２号 

 

 

   令和８年度会費の賦課及び納入方法について 

 

  
  公益社団法人茨城県森林・林業協会会費等に関する規程第２条 

で規定する令和８年度の会費（①森林・林業会費、②緑化会費、 ③

治山林道会費）の額及び納入方法について、定款第７条に基づ き決

議を求めます。 

 

 

 

       Ⅰ 森林・林業会費     
 

 

       Ⅱ 緑化会費 

 

 

       Ⅲ 治山林道会費  
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Ⅰ　森林・林業会費

1　賦課

　　会費は、次のとおり賦課するものとする。

（１）正会員 （単位：円）

金額

茨 城 県 森 林 組 合 連 合 会 168,000

茨 城 県 木 材 協 同 組 合 連 合 会 154,000

茨 城 県 林 業 種 苗 協 同 組 合 68,000

一 般 社 団 法 人 茨 城 県 猟 友 会 61,000

茨 城 県 木 材 市 場 協 同 組 合 39,000

日 立 港 木 材 倉 庫 株 式 会 社 39,000

茨 城 県 林 業 改 良 普 及 協 会 25,000

茨 城 県 木 材 青 壮 年 協 会 25,000

八 溝 多 賀 木 材 乾 燥 協 同 組 合 25,000

宮 の 郷 木 材 事 業 協 同 組 合 25,000

も っ く り ん 協 同 組 合 25,000

茨 城 県 認 定 事 業 体 連 絡 協 議 会 25,000

茨 城 県 林 業 土 木 事 業 協 同 組 合 25,000

合　　　　　計 704,000

（２）賛助会員

　賛助会員の会費の額は30,000円とする。

２　納入方法

　(１)　会費は、令和8年7月末日までに納入するものとする。

　(２)　振込先

　　　　　常陽銀行本店

　　　　　公益社団法人　茨城県森林・林業協会

　　　　　　　　理事長　石井　邦一

　　　　　　　　　令和８年度会費の賦課内訳(案)

　　　　　普通預金口座番号　　6987180　

団　　体　　名
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        令和 8 年度会費の賦課内訳（案） 

 
Ⅱ 緑化会費 

１ 賦課 

会費は、次のとおり賦課するものとする。 

（１）正会員 

人口１５万人以上の市   ５０，０００円（１口） 

人口１５万人以下の市   ３０，０００円（１口） 

         町   ２０，０００円（１口） 

         村   ２０，０００円（１口） 

       団体等   ２０，０００円（１口） 

（２）賛助会員 

     ① 個 人    ２，０００円（１口） 

     ② 団 体    ５，０００円（１口） 

２ 納入方法 

（１）会費は、令和 8 年 7 月末日までに納入するものとする。 

（２）振込先 

常陽銀行県庁支店 

普通預金口座番号    １１６１０６５ 

公益社団法人 茨城県森林・林業協会（緑化推進事業口） 

  理事長  石井 邦一 
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        令和 8 年度会費の賦課内訳（案） 
 

Ⅲ 治山林道会費 

 

１ 賦課 

(1)  正会員 

正会員の会費は会員割・事業割とし、下記のとおり賦課するものとする。 

①  会 員 割   10,000 円 

② 事 業 割 

1) 令和 6 年度の市町村事業費（決算額）において、国補治山事業に 

対しての工事費及び国補林道事業を実施した決算額の 16/1000 

に相当する額  

…… (A) 

2) 令和 6 年度の市町村事業費（決算額）において、県単治山事業に 

対しての工事費及び県単林道事業を実施した決算額の 9/1000 に 

相当する額 

 …… (B) 

        各市町村の決算ベース(A)＋(B)の合計額をもって事業割とする。 

        ただし、事業割が 100 万円を超えるときは、超過した額の２分の１を加算 

した額をもって事業割とし、最高額は 150 万円とする。 

 

(2)  賛助会員 

賛助会員の会費は、30,000 円とする。 

 

２ 納入方法 

(1)  会費は令和 8 年 7 月末日までに納入するものとする。 

                                     

 

(2)  振込先 

          常 陽 銀 行 本 店  

          普 通 預 金 口 座 番 号  １ ９ ３ ９ ４ １ ５  

          公 益 社 団 法 人  茨 城 県 森 林 ・ 林 業 協 会  

               理 事 長  石 井 邦 一  

－55－



(単位 : 円)

市町村名 会員割 事業割 計 市町村名 会員割 事業割 計

北 茨 城 市 10,000 693,000 703,000 笠 間 市 10,000 716,000 726,000

高 萩 市 10,000 41,000 51,000 桜 川 市 10,000 444,000 454,000

日 立 市 10,000 1,500,000 1,510,000 つ く ば 市 10,000 0 10,000

東 海 村 10,000 25,000 35,000 石 岡 市 10,000 491,000 501,000

常陸太田市 10,000 1,500,000 1,510,000 かすみがうら市 10,000 0 10,000

大 子 町 10,000 1,280,000 1,290,000 土 浦 市 10,000 0 10,000

常陸大宮市 10,000 1,038,000 1,048,000 大 洗 町 10,000 991,000 1,001,000

城 里 町 10,000 0 10,000 鉾 田 市 10,000 926,000 936,000

那 珂 市 10,000 0 10,000 行 方 市 10,000 0 10,000

水 戸 市 10,000 0 10,000 鹿 嶋 市 10,000 397,000 407,000

茨 城 町 10,000 0 10,000 神 栖 市 10,000 27,000 37,000

合 計 220,000 10,069,000 10,289,000

令 和 8 年 度 治 山 林 道 会 費 一 覧 表
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議案第３号 

 

  令和８年度常勤役員の報酬額の決定について 

      

   令和８年度の常勤理事の報酬額は５５０万円以内とする。 

 

 

 

                                              

議案第４号 

  借入金の最高限度額の決定について 

      

   令和８年度内の借入限度額は２千万円とする。 

 

 

 

                                                

議案第５号 

  余裕金の預入先の決定について 

      

    １ 常陽銀行本店及び県庁支店 

    ２ 足利銀行水戸支店とする。        

           
 

 

                                               

議案第６号 

  令和８年度入会金の額の決定について 

 

    令和８年度の入会金の額は３万円とする。 
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議案第 7 号 

 

定款の一部改正（案）について 
 

  新しい時代の公益法人制度改革として、令和 7 年 4 月 1 日に公益社団法

人及び公益財団法人の認定等に関する法律の一部改正が施行され、令和 10

年（2028 年）3 月 31 日までに新たな会計基準を適用する必要がある。 

このため、当協会では令和 9 年度事業計画から「わかりやすい財務諸表」

の実現を目指す新会計基準を導入することとし、これに伴い定款で定めてい

る条項の一部を改正するものであり、承認を求めます。 

 

 

（ 参 考 ）   公 益 法 人 会 計 基 準 の 改 正 の 主 な ポ イ ン ト  

1  公 益 法 人 の 自 主 的 ・ 自 律 的 な 経 営 判 断 が よ り 尊 重 さ れ る 仕 組 み と し 、  

法 人 の ガ バ ナ ン ス や 説 明 責 任 の 充 実 を 図 る 抜 本 的 な 制 度 改 革 。  

2 わ か り や す い 財 務 諸 表 と す る た め 、 従 来 の 「 正 味 財 産 増 減 計 算 書 」 を  

新 た に 「 活 動 計 算 書 」 に 変 更 し 、 透 明 性 を 向 上 。  

3 事 業 年 度 に 発 生 し た 公 益 目 的 事 業 会 計 の 剰 余 金 の 解 消 に つ い て 、  

「 （ 短 期 的 ） 収 支 相 償 」 か ら 「 中 期 的 収 支 均 衡 」 と な り 、 黒 字 は 5年 間 で  

過 去 の 赤 字 と の 通 算 で 解 消 が 可 能 。  

4 将 来 の 公 益 目 的 事 業 の 発 展 ・ 拡 充 を 積 極 的 に 肯 定 す る 観 点 か ら 、  

従 来 の 「 特 定 費 用 準 備 資 金 」 及 び 「 資 産 取 得 資 金 」 が 統 合 さ れ 、 法 人 の  

実 情 や 環 境 変 化 に 応 じ て 使 途 変 更 の 柔 軟 性 を 高 め た 「 公 益 充 実 資 金 」  

が 創 設 さ れ 、 当 該 資 金 へ の 積 立 が 中 期 的 収 支 均 衡 に お い て 費 用 と み な  

さ れ る 。  

5 従 来 の 「 遊 休 財 産 」 が 「 使 途 不 特 定 財 産 」 と し て 改 正 さ れ 、 過 去 5年 間 の  

公 益 目 的 事 業 費 相 当 額 の 平 均 額 と な っ た 。  

6 貸 借 対 照 表 の 固 定 資 産 の 部 の 「 基 本 財 産 」 「 特 定 資 産 」 の 区 分 が な く な り  

企 業 会 計 と 同 様 の 「 有 形 固 定 資 産 」 「 無 形 固 定 資 産 」 「 そ の 他 固 定 資 産 」  

に 区 分 さ れ る 。  

7 「 資 産 及 び 負 債 の 状 況 」 を 記 載 し て い れ ば 、 「 財 産 目 録 」 を 作 成 し な い  

 こ と が で き る 。  

8 「 公 益 目 的 取 得 財 産 残 額 」 は 、 公 益 目 的 事 業 会 計 区 分 の 純 資 産 の 額 を  

   残 額 と す る 。  
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定
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後
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公
益
社
団
法
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茨
城
県
森
林
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林

業
協

会
定

款
 

 第
１
条
～
第
１
１
条
 
 
省
 
略
 

  第
１
２

条
 
総
会
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
決
議
す
る

。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
１
）
～
（
３
）
 
省
 
略

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （
４
）
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
（

活
動

計
算
書

）
の

承
認

 

（
５
）
～
（
７
）
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第
１

３
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～
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条
 
 
省
 
略
 

 

第
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０

条
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計
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で
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。
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第
１

条
～
第

１
１

条
 
 
省
 
略
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権
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）
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２
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款
の
変
更
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９
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（
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業
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収
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予
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第
４

０
条
 
こ
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法
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事
業
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画
書
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収
支
予
算
書
、
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備
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書
類
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つ
い
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は
、
毎
事
業
年
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前
日
ま
で
に
、
理
事
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が
 

作
成

し
、
理

事
会

の
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認
を
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な
け
れ
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第
２

項
 
 
省
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改
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  第
４
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条
 
こ
の
法
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事
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す
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。
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４
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損
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第
４
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  第

５
２

条
 
 
省

 
略
 

  

 （
公
益
目
的
取
得
財
産
残
額
の
算
定
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第
４

２
条
 
代
表

理
事
は
、
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
施

行
規

 
 
則

第
４

８
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
毎
事
業
年
度
、
当
該
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け

る
公

益
目
的

取
得

財
産
残
額
を
算
定
し
、
前
条
第
３
項
第
４
号
の
書
類
に
記
載
す
る
も
の
と

す
る

。
 

 第
４

３
条
～

第
４

９
条
 
 
省
 
略
 

 （
公

益
認
定

の
取

り
消

し
等
に
伴
う
贈
与
）

 
第

５
０

条
 

こ
の

法
人

が
公

益
認

定
の

取
り

消
し

の
処

分
を

受
け

た
場

合
又

は
合

併
に

よ
り

法
人

が
消
滅

す
る

場
合
（
そ
の
権
利
義
務
を
承
継
す
る
法
人
が
公
益
法
人
で
あ
る
と
き
を
除

く
。
）
に

は
、
総

会
の
決
議
を
経
て
、
公
益
目
的
取
得
財
産
残
額
に
相
当
す
る
額
の
財
産
を
、

当
該

公
益
認

定
の

取
消
し
の
日
又
は
当
該
合
併
の
日
か
ら
１
箇
月
以
内
に
、
公
益
社
団
法
人

及
び

公
益

財
団

法
人

の
認

定
等

に
関

す
る

法
律

第
５

条
第

１
７

号
に

掲
げ

る
法

人
又

は
国

若
し

く
は
地

方
公

共
団
体
に
贈
与
す
る
も
の
と
す
る
。

 
 （

残
余

財
産

の
帰

属
）

 
第

５
１

条
 
こ
の

法
人
が
清
算
を
す
る
場
合
に
お
い
て
有
す
る
残
余
財
産
は
、
総
会
の
決
議
を

経
て

、
公
益

社
団

法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
第
５
条
第
１
７
号
に

掲
げ

る
法
人

又
は

国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
に
贈
与
す
る
も
の
と
す
る
。

 
  第
５

２
条
 
 
省

 
略
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改
 

 
正

 
 
後

 
改
 
 
正
 
 
前

 

  
 

第
１

１
章
 

情
報
公

開
等

 
（

情
報

公
開

等
）

 
第

５
３

条
 
こ

の
法
人
は
、

公
益

目
的
事

業
の
質

の
向
上

を
図
る

た
め

、
運

営
体

制
の
充

実
を

図
る
と
と

も
に
、
財

務
に

関
す
る

情
報
の

開
示

そ
の
他

運
営

に
お

け
る

透
明

性
の

向
上

を
図

る
も
の
と

す
る
。

 
  附
 
則
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

１
～
２
 
 
省
 

略
 

 ３
 
こ

の
定
款
は

、
令
和

８
年
６

月
２

４
日
か
ら

施
行

す
る

。
 

４
 
第

１
２

条
第

１
項
及

び
第
４

１
条

第
１
項
に

規
定
す

る
書

類
の
名

称
の

変
更

は
、
令

和
９

年
４
月
１

日
に
開

始
す
る

事
業
年

度
に
係

る
書
類

か
ら

施
行

す
る

。
 

５
 
改

正
前

の
定

款
第
４

２
条
に

規
定

す
る
公
益

目
的
取

得
財

産
残
額

の
算

定
及

び
記
載

は
、

令
和
９
年

４
月
１

日
に
開

始
す
る

事
業
年

度
に
係

る
も

の
か

ら
廃

止
す
る

。
 

   

  （
条

項
新
設

）
 

       附
 

則
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１
～

２
 
 
省
 
略

 
 

  （
追

加
）
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公益社団法人茨城県森林・林業協会定款（一部改正後） 

                                                    令和８年６月２４日               

第１章 総則 

（名 称） 

第１条 この法人は、公益社団法人茨城県森林・林業協会と称する。 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を茨城県水戸市に置く。 

 

第２章 目的及び事業 

（目 的） 

第３条 この法人は、茨城県の林業の振興と森林の公益的機能の向上を図るため、 

林業関係団体が連携して茨城県内の林業担い手の育成確保、林業経営体の経営改善、

森林管理の推進、森林資源の循環利用の推進、森づくり・緑化運動の推進、森林  

土木事業の推進に関する各種施策の効果的な実行を促進し、もって県民の公共福祉

への貢献、緑豊かな県土の保全、山村地域経済を支える産業の育成に寄与すること

を目的とする。 

（事 業） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

（１） 森林の適正な整備と保全に関すること 

（２） 森林・林業関係産業の振興発展に関すること 

（３） 森林・林業関係の中央・地方団体等との相互の連携調整に関すること 

（４） 森林・林業に関する普及啓発及び調査研究に関すること 

（５） 森林・林業関係コンクールの実施と表彰に関すること 

（６） 森林・林業関係功労者の顕彰に関すること 

（７） 林業担い手の育成・確保に関すること 

（８） 林業経営体の経営改善に関すること 

（９） 林業現場技能者の技能習得に関すること 

（10）市町村等による森林管理に関すること 

（11）緑の募金及び県民参加による緑化運動に関すること 

（12）多様な担い手による森づくり活動に関すること 

（13）緑化意識の醸成と森林環境教育に関すること 

（14）治山林道事業に係る調査・測量・設計に関すること 

（15）治山施設の点検及び林道施設の維持管理に関すること 

（16）「林業会館」の維持管理及び建設に関すること 

（17）その他この法人の目的を達成するために必要なこと 

２ 前項の事業は、茨城県において行うものとする。 
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第３章 会員 

（法人の構成員） 

第５条 この法人に次の会員を置く。 

（１） 正 会 員 この法人の目的に賛同して入会した個人又は市町村、団体 

（２） 賛助会員 この法人の目的に賛助するために入会した個人又は団体 

（３） 特別会員 この法人に功労のあった者又は学識経験者で理事会において推薦  

された者 

２ 前項の会員のうち正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上

の社員とする。 

（会員の資格の取得）                                                          

第６条 この法人の会員になろうとする者は、理事会の定めるところにより申し込み

をし、その承認を受けなければならない。 

（経費の負担）                                                               

第７条 この法人の事業活動に経常的に生じる費用に充てるため、会員になった時 

及び毎年、会員は、総会において別に定める額を支払う義務を負う。    

（任意退会）                                                                       

第８条 会員は、理事会において別に定める退会届を提出することにより、任意に 

いつでも退会することができる。                                            

（除 名）                                                                           

第９条 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、総会の決議によって当該 

会員を除名することができる。                                           

（１）この定款その他の規則に違反したとき。                                   

（２）この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。             

（３）その他除名すべき正当な事由があるとき。                                  

（会員資格の喪失）                                                                

第１０条 前２条の場合のほか、会員は、次のいずれかに該当するに至ったときは、

その資格を喪失する。                                                         

（１）第 7 条の支払義務を２年以上履行しなかったとき。                        

（２）総正会員が同意したとき。                                                    

（３）当該会員が死亡し、又は解散したとき。  

     

第４章   総会 

（構 成）                                                                           

第１１条 総会は、正会員をもって構成する。                                  

２ 前項の総会をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員総会と

する。                                                                       

（権 限）                                                                          

第１２条 総会は、次の事項について決議する。                              

（１）会員の除名                                                                 
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（２）理事及び監事の選任又は解任                                                

（３）理事及び監事の報酬等の額                                                 

（４）貸借対照表及び損益計算書（活動計算書）の承認 

（５）定款の変更                                                                

（６）解散及び残余財産の処分                                                    

（７）その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項      

（開 催）                                                                           

第１３条 総会は、定時会員総会として毎年１回、毎事業年度終了後 3 ヶ月以内に 

開催するほか、必要がある場合に臨時総会を開催する。                                        

（招 集）                                                                           

第１４条 総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき代表

理事が招集する。                                                      

２ 総会員の議決権の 5 分の１以上の議決権を有する会員は、代表理事に対し、総会

の目的である事項及び招集の理由を示して、総会の招集を請求することができる。                

（議 長）                                                                          

第１５条 総会の議長は、理事長がこれに当たる。                  

（議決権） 

第１６条 総会における議決権は、正会員１名につき１個とする。                  

（決 議）                                                                         

第１７条 総会の決議は、総会員の議決権の過半数を有する会員が出席し、出席した

当該会員の議決権の過半数をもって行う。可否同数の場合は、議長の決するとこ

ろとする。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総会員の半数以上であって、総会員の 

議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。                                 

（１）会員の除名                                                                 

（２）監事の解任                                                                 

（３）定款の変更                                                                 

（４）解散                                                                        

（５）その他法令で定められた事項                                                

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、候補者ごとに第１項の決議

を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第２０条に定める定数

を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠

に達するまでの者を選任することとする。                       

（書面表決等）                                                                     

第１８条 会員は、あらかじめ通知された事項について、書面によって議決権を行使

することができる。この場合においては、当該会員は必要事項を記載した議決権 

行使書面をこの法人に提出しなければならない。 

２ 前項の書面は、開催日時の直前の業務時間終了時までに到達しないときは効力を

生じない。                                                                    
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３ 第１項の規定により書面によって行使した議決権の数は、出席した会員の議決権

に算入する。                                                              

（議事録）                                                                        

第１９条 総会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。                

２ 前項の議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2 名以上が 

記名押印する。 

 

第５章 役員 

（役員の設置） 

第２０条 この法人に、次の役員を置く。 

（１） 理事 ２０名以内 

（２） 監事  ４名以内 

２ 理事のうち理事長 1 名、副理事長 5 名以内、専務理事 1 名、常務理事 1 名をおく

ことができる。 

３ 前項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事

とし、副理事長、専務理事及び常務理事をもって同法第９１条第１項第２号の業務

執行理事とする。 

（役員の選任） 

第２１条 理事及び監事は、総会の決議によって選任する。 

２ 理事長、副理事長、専務理事及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中か

ら選定する。 

（理事の職務及び権限） 

第２２条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務

を執行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その 

業務を執行し、副理事長、専務理事及び常務理事は、理事会において別に定めると

ころにより、この法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長、副理事長、専務理事及び常務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔

で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第２３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査  

報告を作成する。                                                              

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務

及び財産の状況の調査をすることができる。                                

 （役員の任期）                                                                    

第２４条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに 

関する定時会員総会の終結の時までとする。                                      

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する 

定時会員総会の終結の時までとする。                                               
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３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までと

する。                                                                          

４ 理事又は監事は、第２０条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は

辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事

としての権利義務を有する。                                           

（役員の解任）                                                                    

第２５条 理事及び監事は、総会の決議によって解任することができる。   

（役員の報酬等）                                                                  

第２６条 理事及び監事は、無報酬とする。ただし、常勤の理事に対しては、総会に

おいて定める総額の範囲内で、総会において別に定める報酬等の支給の基準に従っ

て算定した額を報酬等として支給することができる。 

２ 理事及び監事には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができ

る。                                                 

（賠償責任の一部免除） 

第２７条 この法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１１１条第１

項に定める理事及び監事の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合に

は、理事会の決議によって、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除し

て得た額を限度として免除することができる。 

（相談役） 

第２８条 この法人に、相談役をおくことができる。 

２ 相談役は、次の職務を行う。 

（１）代表理事の相談に応じること 

（２）理事会から諮問された事項について参考意見を述べること 

３ 相談役の選任及び解任は、理事会において決議する。 

４  相談役の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 相談役の報酬は、無償とする。 

         

第６章 理事会 

（構 成） 

第２９条 この法人に理事会を置く。 

２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

（権 限） 

第３０条 理事会は次の職務を行う。 

（１） この法人の業務執行の決定 

（２） 理事の職務執行の監督 

（３） 理事長、副理事長、専務理事及び常務理事の選定及び解職 

（招集及び議長）                                                                 

第３１条 理事会は、理事長が招集し、その議長となる。 
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２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、副理事長が理事会を招集

し、その議長となる。                                        

（決 議）                                                                           

第３２条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の 

過半数が出席し、その過半数をもって行う。                                      

２ 前項の規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第９６条

の要件を満たしたときは、理事会の決議があったものとみなす。 

（議事録）                                                                         

第３３条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成す

る。                                                                           

２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。                                  

 

第７章 資産及び会計 

（資産の構成） 

第３４条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

（１）資金 

（２）会費 

（３）寄附金及び補助金 

（４）資金から生ずる収入 

（５）事業に伴う収入金品 

（６）その他の収入 

（資産の種類） 

第３５条 この法人の資産は、基本財産及び運用財産の２種とする。 

２ 基本財産は、次に掲げるものをもって構成する。 

（１）基本財産とすることを指定して寄附された財産 

（２）理事会において基本財産に繰入れることを決議した財産 

３ 運用財産は、基本財産以外の財産とする。 

（財産の管理、処分及び運用） 

第３６条 この法人の財産については、その適正な維持管理に努め、管理、処分及び

運用は、理事長が行うものとし、その方法は、理事会の決議により別に定める資

産管理規程によるものとする。 

（基本財産） 

第３７条 この法人の基本財産は、第３５条第２項に定める財産とする。 

２ 前項の財産はこれを処分し、又は担保に供することができない。ただし、この法

人の事業の遂行上やむを得ない理由があるときは、理事会において理事現在数の３

分の２以上の決議及び総会に出席した正会員の３分の２以上の決議を得て、その一

部を処分し、又はその全部若しくは一部を担保に供することができる。 

（経費の支弁） 

第３８条 この法人の経費は、運用財産をもって支弁する。 
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２ 緑の募金による寄附金は、その使途が明確に分かるように区分して経理する。 

（事業年度）                                                                   

第３９条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。                

（事業計画及び収支予算）                                                         

第４０条 この法人の事業計画書、収支予算書、その他法令で定める書類について

は、毎事業年度の開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の承認を受けな

ければならない。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え

置き、一般の閲覧に供するものとする。                                    

（事業報告及び決算）                                                              

第４１条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次 

の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

  ただし、第６号の財産目録については、財務諸表に対する注記に記載する場合には 

 作成しないことができる。                                                                  

（１）事業報告                                                                     

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表                                                                 

（４）損益計算書（活動計算書）                                        

（５）貸借対照表及び損益計算書（活動計算書）の附属明細書          

（６）財産目録                                                                     

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び 第６号の書類につ

いては、定時会員総会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その

他の書類については承認を受けなければならない。                  

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に

供するとともに、定款及び会員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供す

るものとする。                       

（１）監査報告                                                                   

（２）理事及び監事の名簿                                                        

（３）理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類                       

（４）運営組織及び事業活動に関する重要な事項について記載した書類その他法令

で定める書類                                                           

（公益目的取得財産残額の算定）                                                  

第４２条  削除 

 

第８章 緑の募金運営協議会 

 

（緑の募金運営協議会） 

第４３条 この法人は、募金法第７条第１項に基づき、緑の募金運営協議会（以下

「運営協議会」という。）を置く。 
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２ 運営協議会は、次に掲げる事項を行う。 

（１） 緑の募金の募金活動計画の審議 

（２） 緑の募金による事業計画の審議 

（３） 緑の募金の推進についての提案 

（組 織） 

第４４条 運営協議会は、委員１５名以内で組織する。 

２ 委員は、森林整備等に関する学識経験を有する者のうちから、茨城県知事の認可

を得て、理事長が任命する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし再任は妨げない。 

４ 補欠又は増員により選任された委員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とす

る。 

５ 委員は、辞職した場合又は任期満了の場合においても、後任者が就任するまでは、

その職務を行わなければならない。 

（運営協議会会長） 

第４５条 運営協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 運営協議会の議長は、会長がこれに当たる。 

４ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、委員のうち会長があらかじめ定め

る者がその職務を代行し、又は職務を行う。 

（定足数） 

第４６条 運営協議会は、委員の３分の２以上の出席がなければ開会することができ

ない。 

２ やむをえない理由のため運営協議会に出席できない委員は、あらかじめ書面をも

って他の委員に対し調査審議を行う権限を委任した場合、前項の規定の適用につい

ては、出席したものとみなす。 

（委 任） 

第４７条 この章に規定するもののほか、運営協議会に運営について必要な事項は、

理事長が理事会の決議を得て別に定める。 

 

第９章 定款の変更及び解散 

（定款の変更） 

第４８条 この定款は、総会の決議によって変更することができる。         

（解 散）                                                                          

第４９条 この法人は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。 

（公益認定の取り消し等に伴う贈与） 

第５０条 この法人が公益認定の取り消しの処分を受けた場合又は合併により法人

が消滅する場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）に

は、総会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認

定の取消しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法
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人の認定等に関する法律第５条第２０号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団

体に贈与するものとする。 

（残余財産の帰属） 

第５１条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、総会の決議を経

て、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第２０号に掲げる

法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

               第１０章 公告の方法 

（公告の方法） 

第５２条 この法人の公告は、電子公告により行う。 

２ 事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることができない場合

は、茨城県において発行する茨城新聞に掲載する方法による。 

 

               第１１章 情報公開等 

（情報公開等） 

第５３条 この法人は、公益目的事業の質の向上を図るため、運営体制の充実を図る

とともに、財務に関する情報の開示その他運営における透明性の向上を図るものと

する。 

 

   

     附 則 

 

１ この定款は、この法人を吸収合併存続法人とし、公益社団法人茨城県緑化推進 

機構及び一般社団法人茨城県治山林道協会を吸収合併消滅法人とした合併契約に 

伴い定款変更を行い、当該合併契約の効力発効日である令和４年４月１日から施行

する。 

２ この定款は、令和５年６月２３日から施行する。 

３ この定款は、令和８年６月２４日から施行する。 

４ 第１２条第１項及び第４１条第１項に規定する書類の名称の変更は、令和９年 

４月１日に開始する事業年度に係る書類から施行する。 

５ 改正前の定款第４２条に規定する公益目的取得財産残額の算定及び記載は、令和

９年４月１日に開始する事業年度に係るものから廃止する。 
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議案第 8 号   

 

          新理事の選任（案）について 

 

   定款第２１条の規定に基づき、理事の選任について決議を求めます。 

 

 

区 分 

 

氏  名 

 

元茨城県職員 

 

備 考 

 

  理 事 

 

 

 

 

  高信 昭 

 

 

 

 

 農林水産部次長兼林政課長 

 （令和７年３月３１日退職） 

 令和７年度再任用 

 県北農林事務所林業推進専門監 

 

 新任 

 

 

 

 

 

 （提案理由） 

  ・現専務理事（常勤理事、業務執行理事）から令和８年６月２４日の当協会の 

定時総会終了時点をもって退任する辞任届が提出された。 

 

 ・後任候補者について県退職職員を割愛したい旨、県知事に推薦を要請し 

  令和８年３月１６日付けで県知事から上記の者が推薦された。 

 

 ・ 令 和 ４ 年 度 に 合 併 し ５ 年 目 を 迎 え る 当 協 会 の 令 和 ８ 年 度 ４ 部 門 の 統 括   

責任者として円滑な事業展開及び組織運営に当たる新たな常勤理事に 

選任する。 

 

   

髙

－72－



 

議案第 9 号    

 

森林湖沼環境税の継続を求める決議について 

 
森林は、県土の保全、水源のかん養、地球温暖化の防止などの公益的な機能を持続的

に 発 揮 す る こ と に よ っ て 、 安 心 安 全 な 県 民 の 暮 ら し や 経 済 に 様 々 な 恩 恵 を も た ら し て   

います。 

 近年、地球規模での気候変動により、自然災害が激甚化・頻発化しており、特に令和８年

２月には本県においても山林火災が発生するなど、災害リスクへの特別の備え、防災・減災

対策の緊急性が高まっている状況にあります。 

 しかし、森林・林業の現状は、物価高による生産原価が転嫁できないばかりか木材価格

の低迷等により森林所有者の森林経営意欲が減退しており、今、必要な森林整備を促進

する施策を適切に講じなければ、手入れがされず公益的な機能が発揮できない荒廃森林

が増大することが懸念され、スギ花粉症対策や二酸化炭素の吸収源としての役割も果たす

森林の若返りが改善されません。 

一方では、先人達の努力により大切に育てられた森林資源は、伐採して収穫し、木材と

して利用する時期を迎えており、緑の循環システムを確立し、林業・木材産業が成長産業

として持続的に発展していくことが期待されています。 

これらを実現するためには、当協会が取り組む林業担い手の確保・育成、森づくりの 

推進、治山林道事業の計画的実施、林業経営の自立化による稼げる林業の実現などが 

不可欠であり、国・県・市町村と森林・林業関係団体が連携して計画的に関連事業を積極

的に展開していくことが重要であります。 

県においては、平成２０年度に創設された森林湖沼環境税を財源として必要な施策を 

充実強化しながら展開していますが、同税の課税期間は令和８年度までとなっております。 

当協会では、令和９年度以降も引き続き、上記の諸課題の解決に取り組む必要がある 

ため、森林湖沼環境税を継続されるよう下記のとおり決議します。 

 

                             記 

 

     豊かな森林資源の循環利用による本県林業・木材産業の成長産業化と 

森林の公益的機能の向上を図るために必要な施策を計画的に実施する 

ための財源として「森林湖沼環境税」の継続を求めます。 

 

                                   

令和８年６月２４日 

                                  公益社団法人茨城県森林・林業協会 

                                        理事長  石井 邦一 
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 議 案 第 １ 0 号              
 

 

   常勤役員の退職慰労金の支給額の決定について 
 

     

定款第１２条の規定に基づき、令和８年６月２４日をもって退任する専務理事 

鴨志田 憲一氏に対し、その在任中の功労に報いるため、退職慰労金を贈呈

することとし、その具体的金額、支給時期及び支給方法等については、理事長

に一任したいので、承認を求めます。 
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参 考 資 料

正会員名簿

公益社団法人 茨城県森林・林業協会

 正会員名簿





森林・林業 緑化 治山

1 茨城県森林組合連合会  代表理事会長 川野　和彦 常陸大宮市宮の郷2153-23 0294-70-3620 ○ ○

2 茨城県木材協同組合連合会 会　長 野上　満正 常陸大宮市宮の郷2153-38 0294-33-5121 ○ ○

3 茨城県林業種苗協同組合 理事長 根本　一郎 水戸市五軒町１－５－４８ 029-221-4506 ○ ○

4 茨城県木材青壮年協会 会　長 澤畑　佳宏 常陸大宮市宮の郷2153-38 0294-33-5121 ○

5 茨城県木材市場協同組合 代表理事 打越　芳男 水戸市渋井町50 029-221-3111 ○

6 茨城県林業改良普及協会 会　長 川野　和彦 那珂市戸4692 029-295-7318 ○ ○

7 （一社）茨城県猟友会 会　長 村上　典男 笠間市石寺680 0296-72-7730 ○ ○

8 日立港木材倉庫株式会社 取締役社長 川井　顯一 日立市留町2435-10 0294-53-1311 ○ ○

9 八溝多賀木材乾燥協同組合 理事長 石川　忠幸 常陸大宮市宮の郷2153-30 0294-76-2725 ○

10 宮の郷木材事業協同組合 代表理事 打越　芳男 常陸大宮市宮の郷2153-25 0294-70-3901 ○

11 もっくりん協同組合 代表理事 石川　忠幸 常陸大宮市宮の郷2153-32 0294-33-5544 ○

12 茨城県認定事業体連絡協議会 会　長 川西　正則 水戸市梅香1-5-5 029-225-5949 ○

13 茨城県林業土木事業協同組合 理事長 石津　健光 水戸市梅香1-5-5 029-225-3143 ○ ○

14 茨城の森林を守る県民会議 会　長 石井　邦一
水戸市笠原町978-7
茨城森林管理署内

029-243-7105 ○

15 森林・林業・林産業活性化促進議員連盟 会　長 石井　邦一
水戸市笠原町978-6
県議会事務局総務課内

029-301-5613 ○

16 （公社）茨城県農林振興公社 理事長 郡司　彰 水戸市上国井町3118-1 029-222-8805 ○

17 茨城県農業協同組合中央会 会　長 八木岡　努 水戸市梅香1-1-4 029-232-2068 ○

18 （公社）茨城県畜産協会 会　長 八木岡　努 水戸市梅香1-2-56 029-231-7501 ○

19 茨城県商工会議所連合会 会　長 内藤　学
水戸市桜川2-2-35
茨城県産業会館内

029-224-2635 ○

20 茨城県商工会連合会 会　長 小川　一成
水戸市桜川2-2-35
茨城県産業会館内

029-224-2635 ○

21 （一社）茨城県経営者協会 会　長 笹島　律夫
水戸市桜川2-2-35
茨城県産業会館内

029-221-5301 ○

22 （株）茨城新聞社 代表取締役社長 渡辺　勝
水戸市笠原町978-25
茨城県開発公社ビル

029-239-3001 ○

23 （株）Lucky FM茨城放送 代表取締役社長 黒坂　修 水戸市千波町2084 029-243-4111 ○

24 （一社）茨城県建設業協会 会　長 石津　健光 水戸市大町3-1-22 029-221-5126 ○

25 （一社）茨城県造園建設業協会 会　長 水庭　博　 水戸市白梅2-4-6 029-226-5691 ○

26 茨城県庭園樹協会 会　長 安藤　和幸 神栖市矢田部3332 0479-48-0468 ○

27 茨城県ＰＴＡ連絡協議会 会　長 草地　学 水戸市三の丸1-5-38 029-227-4779 ○

28 茨城県土地改良事業団体連合会 会　長 葉梨　衛 水戸市宮内町3193-3 029-225-5651 ○

29 茨城県林業研究グループ連絡協議会 会　長 穐山　與市
那珂市戸4692
茨城県林業技術センター内

029-298-0257 ○

30 茨城県信用保証協会 会　長 小泉 元伸
水戸市桜川2-2-35
茨城県産業会館内

029-224-7811 ○

31 茨城県中小企業団体中央会 会　長 阿部　真也
水戸市桜川2-2-35
茨城県産業会館内

029-224-8030 ○

令和8年度　公益社団法人茨城県森林・林業協会　会員名簿

令和８年6月1日現在

団体等の名称 役職名 代表者名 事務所住所 事務所電話番号
会員内訳
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森林・林業 緑化 治山

令和8年度　公益社団法人茨城県森林・林業協会　会員名簿

令和８年6月1日現在

団体等の名称 役職名 代表者名 事務所住所 事務所電話番号
会員内訳

32 水戸市 市　長 高橋　靖 水戸市中央1-4-1 029-224-1111 ○ ○

33 日立市 市　長 小川　春樹 日立市助川町1-1-1 0294-22-3111 ○ ○

34 土浦市 市　長 安藤　真理子 土浦市大和町9-1 029-826-1111 ○ ○

35 古河市 市　長 針谷　力 古河市下大野2248 0280-92-3111 ○

36 石岡市 市　長 不在 石岡市石岡1-1-1 0299-23-1111 ○ ○

37 結城市 市　長 小林　栄 結城市中央町2-3 0296-32-1111 ○

38 龍ヶ崎市 市　長 萩原　勇 龍ヶ崎市3710 0297-64-1111 ○

39 下妻市 市　長 須藤　豊次 下妻市本城町3-13 0296-43-2111 ○

40 常総市 市　長 神達　岳志 常総市水海道諏訪町3222-3 0297-23-2111 ○

41 常陸太田市 市　長 藤田　謙二 常陸太田市金町3690 0294-72-3111 ○ ○

42 高萩市 市　長 大部　勝規 高萩市本町1-100-1 0293-23-1111 ○ ○

43 北茨城市 市　長 豊田　稔 北茨城市磯原町磯原1630 0293-43-1111 ○ ○

44 笠間市 市　長 山口　伸樹 笠間市中央3-2-1 0296-77-1101 ○ ○

45 取手市 市　長 中村　修 取手市寺田5139 0297-74-2141 ○

46 牛久市 市　長 沼田　和利 牛久市中央3-15-1 029-873-2111 ○

47 つくば市 市　長 五十嵐　立青 つくば市研究学園1-1-1 029-883-1111 ○ ○

48 ひたちなか市 市　長 大谷　明 ひたちなか市東石川2-10-1 029-273-0111 ○

49 鹿嶋市 市　長 田口　伸一 鹿嶋市平井1187-1 0299-82-2911 ○ ○

50 潮来市 市　長 原　浩道 潮来市辻626 0299-63-1111 ○

51 守谷市 市　長 松丸　修久 守谷市大柏950-1 0297-45-1111 ○

52 常陸大宮市 市　長 鈴木　定幸 常陸大宮市中富町3135-6 0295-52-1111 ○ ○

53 那珂市 市　長 先﨑　光 那珂市福田1819-5 029-298-1111 ○ ○

54 筑西市 市　長 設楽　詠美子 筑西市丙360 0296-24-2111 ○

55 坂東市 市　長 木村 敏文 坂東市岩井4365 0297-35-2121 ○

56 稲敷市 市　長 筧　信太郎 稲敷市犬塚1570-1 029-892-2000 ○

57 かすみがうら市 市　長 宮嶋　謙 かすみがうら市上土田461 0299-59-2111 ○ ○

58 桜川市 市　長 大塚　秀喜 桜川市羽田1023 0296-58-5111 ○ ○

59 神栖市 市　長 木内　敏之 神栖市溝口4991-5 0299-90-1111 ○ ○

60 行方市 市　長 高須　敏美 行方市麻生1561-9 0299-72-0811 ○ ○

61 鉾田市 市　長 井川　茂樹 鉾田市鉾田1444-1 0291-33-2111 ○ ○

62 つくばみらい市 市　長 小田川　浩 つくばみらい市福田195 0297-58-2111 ○
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63 小美玉市 市　長 島田　幸三 小美玉市堅倉835 0299-48-1111 ○

64 茨城町 町　長 小林　宣夫 東茨城郡茨城町小堤1080 029-292-1111 ○ ○

65 大洗町 町　長 國井　豊 東茨城郡大洗町磯浜町6881-275 029-267-5111 ○ ○

66 城里町 町　長 上遠野　修 東茨城郡城里町石塚1428-25 029-288-3111 ○ ○

67 東海村 村　長 山田　修 那珂郡東海村東海3-7-1 029-282-1711 ○ ○

68 大子町 町　長 高梨　哲彦 久慈郡大子町大子866 0295-72-1111 ○ ○

69 美浦村 村　長 中島　栄 稲敷郡美浦村受領1515 029-885-0340 ○

70 阿見町 町　長 千葉　繁 稲敷郡阿見町中央1-1-1 029-888-1111 ○

71 河内町 町　長 野澤　良治 稲敷郡河内町源清田1183 0297-84-2111 ○

72 八千代町 町　長 野村　勇 結城郡八千代町菅谷1170 0296-48-1111 ○

73 五霞町 町　長 知久　清志 猿島郡五霞町小福田1162-1 0280-84-1111 ○

74 境町 町　長 橋本　正裕 猿島郡境町391-1 0280-81-1300 ○

75 利根町 町　長 山﨑　誠一郎 北相馬郡利根町布川841-1 0297-68-2211 ○

76 水戸農業協同組合 代表理事組合長 園部　優 水戸市赤塚２－２７ 029-254-5111 ○

77 常陸農業協同組合 代表理事組合長 秋山　豊 常陸太田市山下町３８８９ 0294-72-9111 ○

78 日立市多賀農業協同組合 代表理事組合長 助川　弘一 日立市多賀町１－１２－１０ 0294-33-0048 ○

79 茨城旭村農業協同組合 代表理事組合長 新堀　喜一 鉾田市造谷１３７９－１８ 0291-37-0111 ○

80 なめがたしおさい農業協同組合 代表理事組合長 金田　富夫 神栖市深芝２７５２－５ 0299-72-1877 ○

81 稲敷農業協同組合 代表理事組合長 根本　作左衛門 稲敷市３０１６－３ 029-892-6700 ○

82 茨城みなみ農業協同組合 代表理事組合長 齊藤　繁 取手市毛有１１１ 0297-63-2211 ○

83 水郷つくば農業協同組合 代表理事組合長 池田　正 土浦市田中１－１－４ 029-822-0534 ○

84 つくば市農業協同組合 代表理事組合長 関　喜幸 つくば市東岡３３５ 029-857-3111 ○

85 つくば市谷田部農業協同組合 代表理事組合長 中島　俊光 つくば市谷田部２０７４－１ 029-836-0351 ○

86 新ひたち野農業協同組合 代表理事組合長 矢口　博之 石岡市南台３－２１－１４ 0299-56-5800 ○

87 北つくば農業協同組合 代表理事組合長 川津　修 筑西市岡斧２２２２ 0296-25-6600 ○

88 常総ひかり農業協同組合 代表理事組合長 堤　　隆 下妻市宗道２０２８ 0296-30-1211 ○

89 茨城むつみ農業協同組合 代表理事組合長 石塚　克己 猿島郡境町大字長井戸２３ 0280-87-1161 ○

90 岩井農業協同組合 代表理事組合長 風見　晴夫 坂東市岩井２２２９ 0297-35-8331 ○

91 やさと農業協同組合 代表理事組合長 廣澤　和喜 石岡市柿岡3236-6 0299-43-1101 ○
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